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土佐昌樹「問題提起」
こうしたテーマで中国、韓国、日本の関係者が一堂に会し、意見を交換するのは初めての試みで
はないかと思う。ここでは特に３つのポイントを取り上げ、全体的な趣旨について明らかにしたい。
まず、中心的なコンセプトとなる「スポーツ・ナショナリズム」という用語について簡単に定義
しておくなら、「スポーツと国民・国家（nation-state）との関係がつくりだす複合的な現象」とい
うことになる。それは、国家の政策と組織によって「上から」つくり出される側面と、メディアや
国民感情によって「下から」つくり出される側面をそなえている。
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スポーツ・ナショナリズムという現象は、ジャーナリズムではしばしば取り上げられるが、アカ
デミズムでは無視される傾向が強いといえる。あたかも、それは「遅れた」現象であり、社会が進
歩するに従い衰退していくものだという暗黙の前提があるかのようだ。しかし、東アジアの現実を
見る限り、これを過去の遺物として葬ることはできない。むしろ、社会科学的な議論を積み重ね、
スポーツ・ナショナリズムが果たしてきた社会的・文化的機能をバランスよく見直すことで、多く
の知見を期待できる未開拓の領域とみなすべきだ。
スポーツと国民・国家との関係を主題化する場合、その基本姿勢を大ざっぱにいって二つのアプ
ローチとして整理することが可能だ。ひとつは、戦争の代理物や野蛮な現象として批判するアプロー
チであり、多くの社会科学者は無意識のうちにこの常識的なアプローチを採用している。典型的な
例として、英国作家ジョージ・オーウェルの「Sport is war minus the shooting.」という有名な言葉
がある。
その対極に、近代スポーツの誕生や発展と社会の文明化が比例しているとみなす立場がある。ド
イツの社会学者ノルベルト・エリアスの見方がその典型だが、彼が社会学者エリック・ダニングと
組んで出した『スポーツと文明化』という本によれば、例えばサッカーの起源に当たるような競技
は、イギリスではもともと血なまぐさい乱闘状態に近いものだったという。そういう拳と拳の戦い
が、フェアプレーの精神とルールに基づく近代スポーツへとまずジェントリー階級において変貌し
たのが、だいたい18-19世紀ぐらいだといわれる。それは、イギリスで議会政治が成立したころと同
時期であって、両者の発展に深い関係があるというのが同書の基本的な主張だ。今でもスポーツに
は、暴力や野蛮な現象がつきものだが、長い目で見れば文明化の過程の方が支配的だというわけだ。
東アジアにおけるスポーツ・ナショナリズムの意味を公平に探っていくにあたり、この両方の見
方を踏まえることが大切である。評価すべき点と反省すべき点を重層的に捉えながら、その意義を
測るとき、私たちは未来志向のメッセージをこの場から送り出すことができる。日本の例に少しだ
け触れておくなら、日本のスポーツ界には体罰や精神主義など戦前の体制に端を発する独特の非合
理な習慣が今でもはびこっており、歴史的に精算できたとはとてもいえない。一方で、政府にはス
ポーツ庁を設置し、スポーツを国家戦略としてもっと統合的に活用していこうとする動きも現実化
しつつある。2020年に東京オリンピックの開催が決まったことで、この動きに拍車がかかるのは疑
いない。スポーツと国民・国家の関係は、古くて新しい問題であり、様々な立場からもっと真剣に
考察するに値する。
二番目のポイントは、比較についてだ。今回、このように三カ国の関係者が一堂に集うことで、
単独でおこなう場合とは異なる意味と効果が生まれる。それは、一言でいえば比較の視線を意識す
るということだ。その場合、比較するとはどちらが進んでいるかどうかを意識することではなく、
対話を通じた相互参照的理解の試みが顕在化するということだ。「近い他者」との対話を通じて自己
省察を深め、スポーツと社会、スポーツと人間との関係について多層的な理解を進め、より望まし
い将来像をグローバルな視点から模索することが意図するところだ。
最後に、スポーツと国際協調の関係に触れておきたい。スポーツ・ナショナリズムにメスを入れ
ることの意味は、過去から教訓を学ぶことにとどまらず、この地域の10年後、20年後を見据えた未
来志向的な意見交換がなされることにもある。ナショナリズムは、今日でも重い課題であることを
やめていない。たとえば、歴史認識や領土問題をテーマにしていたら、今日のような企画を実現し、
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率直な意見交換をすることは、不可能でないとしても、はるかに困難だったろう。しかし、スポー
ツには独自の明るさと軽さがあり、それが競合を通じた交流の可能性を目に見える形にしてくれる
のではないだろうか。
第１部：政策から
イ・ヨンシク「韓国スポーツ政策の変化と今後の展望」
韓国における体育政策は、社会問題に対する政府の介入を意味するが、政府は個人的、社会的、
国家的次元で望ましい状態を構築することが目標だ。望ましいスポーツ社会を構築し、新しい環境
に対応するために振興政策と規制政策を中心に政策が推進されている。最近では、スポーツバウ
チャー制度のように再分配政策を推進する傾向も見られる。
韓国では最近、高齢化、低出産、週５日勤務制と週５日授業制など社会環境の変化が進み、体育
福祉概念の拡大やスポーツ公正性の向上が重視されているが、そうした変化や課題に体育政策が対
応しなければならなくなっている。特に、体育（スポーツ）領域の概念定義や拡張の問題は、政府
からの援助をにらんで微妙な問題を提起している。例えば、囲碁までもスポーツとして認定されよ
うとしており、またスポーツ（体育）と認められてこなかったテッキョンや海南（ヘドン）剣道な
どの伝統武芸もスポーツ（体育）活動として認められつつある傾向だ。オフライン・スポーツとオ
ンライン・スポーツといった新たな区分が登場するとともに、政府の新スポーツに対する振興と安
全規制などに政策介入が拡大する展望だ。
韓国のスポーツ政策重点分野は、時代的状況を反映して変化してきたが、1895年以後の学校体育、
1950年代以後のエリート体育、1980年代以後の生活体育、2000年代以後のスポーツ産業というよう
に大別して見ることができる。学校体育は2006-7年以後、政府の関心が集中しているが、これは体
育の学校暴力予防次元の人格開発という意味と、知識中心の教育熱を緩和させる身体エネルギー発
現機能などに力づけられたことが大きい。現在の学校体育振興法が2011年に通過したこともあり、
学校スポーツクラブ育成と小学校スポーツ講師の配置事業などが推進されている。 
韓国のスポーツ政策重点分野にともなう体育政策推進環境としては、体育行政組織、体育財政、
体育関係法を挙げることができる。体育行政組織部門は現在、生活体育、エリート体育、スポーツ
産業の部分は文化体育観光部で推進しており、学校体育は文化体育観光部と教育部が協力して推進
している。韓国の体育行政組織は88年ソウルオリンピック開催を契機に体育部が新設され、体育青
少年部を経て文化と観光政策が拡大しながら文化観光部内に属することになり、イ・ミョンバク政
府（2008年）以後は文化体育観光部に属している。
体育財政は、国庫と国民体育振興基金、地方費によって体育政策が推進され、国民体育振興基金
の持続的増加（競艇、競輪、スポーツtoto事業による収益金増加）と地方自治制以後、地域体育の
関心増大による予算増加のおかげで、全体の体育財政は安定的状況にある。
体育関係法は韓国の場合、世界のどの国にも見出しがたい個別事案に対する法律を制定しており、
学校体育振興法、スポーツ産業振興法、伝統武芸振興法などがあり、最近は生活体育振興法、レ
ジャースポーツ振興法法案の検討に入っている。これは、体育関係法制定によって法律に基づき安
定した財政確保を通じて体育部門の個別政策に対する目標達成をしようとするということだ。 
結論として、韓国は政府の介入を通じて体育政策の方向が先導されており、既存の体育問題を解
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決して新たな体育現象に対応していく役割を遂行している。
　「中国の体育体制と政策」
中国のスポーツ（体育）体制と政策は、国家の国体、政体、発展目標における変数である。これ
まで約60年の間、中国のスポーツ体制と政策は、国内社会経済の発展に伴って、ある程度は調整さ
れてきたが、本質的に変わっていない。
新中国のスポーツ体制のモデルは、革命発祥地の部隊スポーツと社会主義陣営の旧ソ連であった。
前者は主に人事制度の組織に影響し、後者は主に運行システムと管理システムに影響を与えた。文
化大革命によって極めて大きい衝撃を受けたが、体制はまた再建され、回復してきた。1949年に中
華人民共和国が成立してから1978年に党の第11期第３回中央委員会全体会議が開催するまでの20
年、新中国のスポーツは形成、発展、挫折と再建を経験した。
1978年からの30数年、中国のスポーツ改革は社会発展の需要とスポーツ事業発展の需要を結びつ
け、様々な領域である程度の改革を推進した。スポーツ分野における行政部門の職能転換、管理と
実行機能の分離を実現した。スポーツの社会化、産業化、科学化を推進し、スポーツ職業化の改革、
スポーツ産業の発展などの数多くの方面でいくつか効果を得た。特に、競技スポーツを全国的なシ
ステムとして完備し、オリンピック大会で重大な突破を実現した。
中国は外圧により近代化を始め、近代化な民族国家を作り上げることを目標にして、まず国家の
滅亡を救い、生存を図り、続いて国家の富強を実現しようと考えた。中国のスポーツもまた、主に
強大で近代的な民族国家を創立することを任務としている。実践まで見ると、スポーツは国のため
に栄誉を勝ち取り、外交活動に役立つように展開している。
中国のスポーツ政策の特徴として次のような点を挙げられる。すなわち、スポーツの発展目標を
国家中心に向けること、冷戦下における1972年の“ピンポン外交”など政治外交に貢献するスポー
ツ理念を強調すること、政府の末端行政機関がスポーツを管理、運営するシステムになっているこ
と、行政指示による運営システムであり市場原理がほとんど導入されていないこと、資金を政府財
政に依存していること、オリンピックやアジア大会など大・中型のスポーツイベントの開催に偏重
してることなどである。
こうした体制の長所として、政府主導であるため資源が豊かで運営が効率的であること、競技ス
ポーツの発展が迅速であること、優秀なスポーツ選手にたいする保障が手厚いこと、政治的な外交
機能が顕著であることなどが挙げられる。短所としては、スポーツ資源が大衆スポーツや学校スポー
ツより競技スポーツに不均等に投入されてきたこと、政府組織に比べ民間組織の発展が遅れている
こと、スポーツ関連作業の発展が遅れていること、スポーツの教育的機能が未熟であること、国民
一般に向けたスポーツサービスが未熟であることなどが挙げられる。
現在、中国のスポーツ体制の変革は、主に６つの方向において表現されている。第１、発展理念
を変革する。いわゆる、国の栄誉を勝ち取るために奮闘するという観念から全面的に社会に奉仕す
る、人間の発展を促進するという観念へと変革する。第２、システムを発展させる。競技スポーツ
を強調する現実から全面的にスポーツ事業を発展する方向へと変革する。第３、多様な発展を推進
する。大量の資源を投入する粗放型から、科学技術と改革を強調する集約型へと転換する。第４、
運営機関を変革する。単一の行政手段から行政手段、市場メカニズム、自発的メカニズムという「三
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位一体」へと転換する。第５、発展主体を変革する。すべてを政府に管理、運営されるシステムか
ら、政府、社会、市場、個人が共に働くシステムへと変革する。第６、発展目標を変革する。「ス
ポーツ大国からスポーツ強国へ」と転換する。
田原淳子「日本におけるスポーツ政策と国際競技大会」 
「生涯スポーツ」「競技スポーツ」「学校体育」の歩みから、戦後の日本におけるスポーツ政策を概
観する。
学校体育の目標は、1947年以降、約10年毎に改訂される文部（科学）省が定める学習指導要領に
大きく規定され、その目標は時代ごとに３区分される（①新体育の目標　②体力づくりを重視した
目標　③楽しさを重視した目標）。戦後の体育は、戦前の軍国主義的な体育の払拭が大きな課題であ
り、当時のアメリカ体育の経験主義教育を基盤とした「新体育」の全面的な導入に始まり、民主的
な生活態度を育成するという社会的な目標が中心になった。1958年の学習指導要領では、戦後の国
際スポーツへの復帰後の日本人選手の成績不振、東京オリンピックに向けた選手強化の体制づくり、
高度経済成長に伴うライフスタイルの変化、受験戦争の激化と青少年の体力問題などを背景に、学
校体育における基礎体力やスポーツの基礎技術の向上が強調された。1977年の学習指導要領では、
ヨーロッパを中心に始まった「スポーツ・フォー・オール」運動の影響を受けて、健康のためだけ
ではなく、生涯の楽しみとして運動やスポーツを捉え、従来の目標に加えて、運動への愛好的態度
の育成が重点目標に掲げられた。この傾向は今日にも踏襲され、生涯スポーツにつながる能力の育
成が上位目標になっている。
戦後のスポーツ振興策は、経済成長に伴う社会の変化に対応して、時代ごとに固有のコンセプト
をスローガンとして展開してきた。1960年代の日本では、社会の民主化と生活の近代化（西欧化）
を政治目標とし、学校の体育活動以外で青少年と成人の組織的な体育活動を推進することを目指し
て「社会体育」が社会教育政策の中に位置づけられた。1970年代には、高度経済成長による地方の
過疎化と都市の過密化、生活の機械化による身体運動の必要性から、スポーツの楽しみを通じた地
域住民の交流を重視する「コミュニティスポーツ」が謳われた。1980年代には、国際的なスポーツ
振興の潮流に乗って「みんなのスポーツ」が流布し、スポーツ享受の社会的格差の是正や、スポー
ツの平等化と民主化の推進が目指された。1990年代には、生涯学習をキーコンセプトとした「生涯
スポーツ」の概念が誕生し、2000年には「スポーツ振興基本計画」が策定された。サッカーくじ
（toto）の導入による財源確保の見通しを背景に、全国市区町村のすべてに「総合型地域スポーツク
ラブ」を設置し、50％以上の国民の週１回以上のスポーツ参加を数値目標とした。1990年代以降の
日本では、IT革命に象徴される技術革新、増大する富と自由時間、少子高齢化社会の到来という変
化の中で、生活習慣病の蔓延、長寿化人生に伴う健康不安、高齢者の社会的疎外の危機意識などが
広がり、スポーツへの要求は多様化した。生涯スポーツ政策は「福祉・文化政策」としても捉える
ことができる。
戦後の国策としての国際競技力向上は、1964年東京オリンピックの開催地決定が大きな契機に
なった。日本は、1970年代までは、水泳、陸上、体操、柔道、レスリング、バレーボールなどで世
界トップレベルの成績を収め、アジア大会では金メダル獲得数第１位（1951～1978年）を誇ってい
た。ところが、1980年代以降、日本人選手の成績が不振になり、アジア地域での国際競技力が第３
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位になると、対策を求める動きが起こり始めた。政府は、国際競技力の向上を国の重要な政策課題
であると位置づけ、さらに競技力向上トータルシステムの構築として、①一貫指導の実現　②育成
拠点の整備　③指導者の充実　④中央競技団体等のあり方などが提言された。
日本におけるスポーツに関する最初の法律は1961年に施行された「スポーツ振興法」であり、50
年後の2011年に「スポーツ基本法」が制定された。これらはいずれも将来の東京オリンピックを意
識してつくられたものである。オリンピック大会に代表される国際競技大会が日本のスポーツ政策
を転換させる重要な契機となり、それが競技スポーツのみならず、学校体育や地域スポーツのあり
方、施策にも影響を及ぼしてきた。予算配分も含めて三者のバランスに配慮し、互いの関係を近づ
け、循環させていくことが、全体として、日本のスポーツ文化の向上につながると考えられる。
第２部：社会から
陸小聰「競争と共生―スポーツにおけるナショナリズムとその転向」
「我々」のアイデンティティを創立するために、必ず対立者を探さなければならず、すぐ“敵”を
打ち立てて、“敵”の想像に対して我々自身のイメージを求める。この意味で、スポーツ競技はよく
「我々」と「彼ら」の境界を定める理想的な道具となる。
構築主義者の見方からすると、アイデンティティはとても強大で、甚だしきに至っては非常に不
思議な力をもつ。それは想像の産物であるが、それによって現実が構築される。異なったアイデン
ティティは異なった社会を生産し、異なった民族国家共同体をつくり、異なった民族国家間の衝突
の重要な根源になる。
スポーツには明らかな儀式性があり、個人と集団をつなぐことができる。オリンピックは典型的
な儀式化されたイベントであり、このイベントに参与することを通じて、人々は緊密な集団精神を
生み出し、強大な社会凝集力と集団帰属感を形成する。重大なスポーツ活動は、スポーツプロジェ
クトのイベントを行う以外に、国旗、国歌など、多くの国家の象徴的意義の内容もまた含んでおり、
これらの記号は国家的アイデンティティを形成するについて重要な意味を持っている。勝者のため
に国旗の式典が挙行され、メダルの背後に民族、国家、文化の誇りがあり、だから、オリンピック
は同時に人類文化の個性と民族国家の建設とアイデンティティに対して深い影響を持っている。
1908年『天津の青年』に載った１篇の文章は、その時に極めて大きい社会の関心を引き起こした。
この文章は国民に３つの問題を出した。つまり、中国はいつ１人の選手をオリンピックに派遣する
ことができるか？中国はいつ１チームがオリンピックに参加することができようになるか？中国は
いつオリンピックを催すことができるか？アヘン戦争の後、“主権を失い国を辱められる”という不
平等な局面にあった中国社会にとって、オリンピックは特別な象徴性の意味があった。それは、１
つの開放的な国際関係に加入することを意味し、オリンピックに参加することは平等で、尊厳のあ
る国際地位を獲得することを意味した。オリンピックでの国際舞台の上の勝利は、１つの民族の力
と遠大な抱負を体現していたといえる。
1932年、中国は初めてロサンゼルス・オリンピックに参加して、陸上競技の短距離競走の選手は
劉長春しかいなかったが、その時の中国のメディアは極めて大きい関心を引き起こした。上海《申
報》は、1932年7月30日「世界の運動会が今日開幕する」から始まって、８月16日に閉幕するまで、
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毎日1/2 ～ 2/3の紙面でロサンゼルス・オリンピックに対して連続して報道を行った。７月31日はオ
リンピック報道の第１面で、「劉長春が参加して国光を発揚する」、「中華選手の劉長春君は各国の選
手チームの同列の中で「青天白日旗」を高く差し上げた」と報じた。８月1日に第１面の主な見出し
は、「第10期の世界の運動会で、中国の選手は最も注目された」と報じ、行間から心からの民族の誇
りが伝わってくる。
80年代の初め、中国の男子バレーボールチームは、逆境の中で韓国の男子バレーボールと対戦し、
粘り強く戦って最後に逆転して勝つという壮挙をあげた。ちょうど改革開放の時代の中国社会に
なったばかりで、喜びに躍り上がり、群衆が奮い立って、そのため北京大学の学生は“団結して、
中華を振興する”というスローガンを呼びかけた。 スポーツの社会的アイデンティティは、あの特
殊な年代に最も十分な体現を示した。
今日の中国社会は、すでに百年前の“オリンピック問題”の歴史的意味を解消した。ひとつでも
多くの金メダルを得たからといって狂喜することはもうなく、同じく試合に負けたからといって悲
しげな顔をすることもない。中国のスポーツは、悲壮な出発時の様子から続いた長い旅路で、歩い
て重い冬の負担に耐え、“勝つと喜び、負けても快く受けいる”という平然の季節を迎えた。スポー
ツは社会的アイデンティティの記号的意味として依然として存在するが、しかし「他者」を生産す
る道具になるべきでない。スポーツは、その固有の社会的きずなを促進し、人類の協力という本当
の意味を離れるべきではない。
コ・ウナ「国家主義、企業民族主義、そしてグローバル化
　　　　　―キム・ヨナを通じてみたスポーツ・セレブリティと国家の意味」
オリンピック金メダリスト、世界選手権２回制覇、UNICEF国際親善大使、スペシャルオリンピッ
クス広報大使、Timeが選ぶ最も影響力ある100人―キム・ヨナのフェイスブックの紹介文だ。
これに加えて、2018年平昌（ピョンチャン）冬季オリンピック誘致の主役という修飾語まで、彼女
の23才という年齢を勘案するなら、実にすごい業績だ。しかし、このような修飾語以前に、韓国人
にとってキム・ヨナの意味は、「国民英雄」という地位に基づいている。 それならいつ、どのよう
に国民英雄の地位が刻み込まれ、担わされることになったのだろうか。2000年代中盤から2010年バ
ンクーバー・オリンピックに至るまでの新聞記事を調べてみると、キム・ヨナが嘱望される女子高
生スケーターからフィギュアの妖精へと変身することになったのは、わずか数年前の2007年頃だ。 
当時メディアがキム・ヨナを英雄として描写した方式は、大きく三種類に要約されるが、最初に、
過去多くのスポーツ英雄に付与された「先駆者」あるいは「開拓者」の言説、２番目に、キム・ヨ
ナを世界を制覇した国威宣揚の主役として命名する言説、３番目に、歴史的記憶を基に形成された
克日言説がそれだった。
卓越したスケートの実力によって世界の頂上に登ったキム・ヨナが、「国民英雄」を越えて韓国人
が最も愛するスポーツ・セレブリティとしてそびえ立つことになったことについては、「グローバ
ル・スター」として代弁される彼女のイメージが大きく作用した。多くの韓国人に「グローバル市
民」は反問の必要がなく指向する対象となっており、「グローバル」に認められることによって国内
でより一層その価値を認められる。しかし、オリンピックや世界選手権大会で金メダルを獲得した
他の多くの選手たちと違い、キム・ヨナがグローバルなスター性を持続的に、そしてより確実に認
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められる理由は、韓国人がもう「世界制覇」を越えて「世界市民」に憧れているためだ。
キム・ヨナは「市場親和的」であり、同時に「国家同質的」であるめったに見られないスポーツ・
スターだ。さらに興味深い点は、このようなイメージの重複の中で企業の「商品」イメージと国家
的「英雄」イメージが巧妙な綱渡りを繰り返していたという事実だ。国家を代表するという「悲壮
さ」が見えながらも、毎日のように消費する携帯電話やコーヒーのように「軽さ」も同時に内包す
るというわけだ。 国家を代表し、あるいは商品の服を着て国民の感性に近付き、韓国社会で最も影
響力あるスターのひとりに位置づけられた彼女は、現在、各種の広報大使職をひきうけながら韓国
の顔になっているだけでなく、多数の商品広告に登場しながら企業が好む「イメージ」を備えた商
品になった。
一時「フィギュア妖精」だったキム・ヨナは、自他が公認する「フィギュア・クィーン」になり、
モデルで立つ製品ごとに驚くべき販売高を上げる「広告女王」であり、長期間、全世界の子供と難
民を助けてきた「寄付女王」として絶えず多様なメディアに登場しながら、韓国人が最も愛する運
動選手としてその商業的価値もまた最高額を享受している。その背景には、スポーツをはじめとす
る後期資本主義文化の色々な領域で次第に増加している超国家主義（transnationalism）および多文
化主義にもかかわらず、韓国スポーツで依然として優勢な影響力を行使している国家主義が位置し
ている。特に、キム・ヨナをめぐる国家主義イデオロギーは、過去のスポーツ英雄が象徴していた
純粋な民族主義と違い、また今日多くの西欧スポーツ・セレブリティが象徴する全面的商業主義と
も異なり、企業の意図と長い間の民族主義の複合的作用によって作動する企業民族主義の影響を受
けていることに注目する必要がある。
また、私たちはキム・ヨナの人気や有名税を越えて、「グローバル」であり同時に「民族的」であ
る彼女のイメージが、多様なメディアを通じて生産、再生産、変形、受容、想像されながら、消費
と連結される環に関心を傾けざるをえない。国際大会とアイスショー、そしてときどき出くわす広
告とデジタル・コンテンツで私たちが出会うキム・ヨナは、国家代表であると同時にプロ選手で、
国民英雄であると同時に広告モデル、スターであり友人だ。 そのどれか一種類の姿だけで彼女を完
全に説明できないように、私たちが毎日消費するキム・ヨナのイメージは、依然として変化が比類
ない。情緒と消費の接合（articulation）を説明する概念的環は、「想像」、または文化的幻想の社会
的実現から発見される。すなわち、決して唯一でない、絶えず変形されてメディアを通じて享有さ
れるキム・ヨナのイメージを眺めながら、「私たちが感じた感動はどのように作られ、私たちの日常
の消費にどんな文化的影響を及ぼすのか」という問いをしてみる必要がある。このようにスポーツ・
スターの変化するイメージと大衆の情緒、消費との関係を考察する努力は、さらにグローバルでさ
らに資本中心的であり、さらにメディア依存的に変化していく私たちの社会とスポーツの関係を理
解する主要なアプローチになるだろう。
小石原美保「活字メディアの言説を通してみる日本のスポーツ・ナショナリズム
　　　　　　—スポーツ選手のアイデンティティの両義性」
スポーツ関連言説のなかでのナショナリズムへの言及を、雑誌記事やスポーツ選手による手記な
どのスポーツ関連出版物から概観し、社会におけるスポーツ・ナショナリズムの醸成と定着や、グ
ローバル化が進む現代社会を背景にしたスポーツ・ナショナリズムの改変を、これらの活字言説に
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読み取ってみる。特に、日本のスポーツ・メディア史においてナショナリズムがクローズアップさ
れた画期として、日本がオリンピックに参加し、代表選手が活躍し始めた1920～30年代と、アジア
で初のオリンピックが東京で開催された1964年前後に注目し、さらに2002年日韓共催サッカー W杯
以降の現代に着目する観点から、これら3つの時期の言説を取り上げる。
ロサンゼルス五輪（1932年）、ベルリン五輪（1936年）の頃の新聞、雑誌等の活字言説には、国旗
（日の丸）が掲揚され、国歌（君が代）が演奏されるオリンピックが、日本を国際舞台でアピールす
る絶好の機会であること、その意味でメダル獲得が選手の至高の目標とされていることが読み取れ
る。メディアがオリンピックを国威発揚の機会ととらえ、日本人選手のメダル獲得を国民の誇りと
して強調し、スポーツを介したナショナリズムの自覚を促すことで、スポーツの国民統合機能とし
ての意義が浮上したのは、この時代からといえる。スポーツ選手は何よりも国家代表としての役割
を求められ、彼らのオリンピックでの勝利には、国際社会における日本の地位向上を願う国民の総
意が託されている。
東京五輪（1964年）前後のオリンピック関連の活字言説として、「根性、闘魂、指導力」というタ
イトルの、女子バレーボールチーム監督大松博文氏と実業家市村清氏との対談記事がある。精神的な
強さを引き出す為に肉体にも厳しいトレーニングを強いる大松監督の指導法は、後に「スポーツ根性
主義」とも呼ばれた。個人より集団を優先し、チームの団結や組織としての機能性を重視する考え方
は、日本的スポーツ精神の醸成の象徴的例ともいえる。一方、この時代は各競技で科学的、合理的な
トレーニング方法が確立され始め、スポーツ選手のアイデンティティの拠り所として、「自分のため」
にやるスポーツという考え方も浸透していく。東京五輪を境に、「国のため」という国家代表選手と
しての自覚は、「個人のため」という目的と徐々に相対化されていった側面も指摘できる。　
オリンピックと並ぶ最大のスポーツの国際大会サッカー W杯に、日本は1998年に初出場し、2002
年にはアジアで初のW杯を韓国と共同開催した。これを機に、日本代表の試合は、スポーツ・ナショ
ナリズムが高揚する代表的スポーツ・イベントとなっている。ここ数年、サッカー日本代表選手に
よる手記が続々と出版され、自ら語る選手達が登場してきたことが注目される。これらの手記では、
ナショナリズムの視覚的表象としての国旗と代表ユニフォームの意義に多くの選手が言及してい
る。たとえば、元日本代表の三浦知良は、2009年のW杯予選を観て「青一色で揺れるスタジアムに
サポーターの誇りをみた。・・・日の丸がたどった悲劇と歓喜を見守り、支えてくれた人たちのプラ
イド。僕はそれを感じた。」（『やめないよ』2011年）と、代表チームの応援を通じたスポーツによる
国民統合を自らのエッセイで証言している。また、現代表選手の長友佑都は、自著に初めて代表選
手として国立競技場に立った気持ちを、「代表のユニフォームを着て、君が代を歌うには最高の舞台
だ」（『日本男児』、2011年）と述べ、2010年W杯の代表に選ばれた際には、「日の丸を背負う使命感、
責任感がさらに高まった」と語っている。国旗や代表ユニフォームは、国家のプライドや国民とし
ての一体感を実感させるツールであり、選手にとっては「国を背負う」自覚と誇りを促す表象であ
ることが読み取れる。同様に国歌斉唱も、ナショナル・アイデンティティの共同確認行為となる国
民統合機能を持つ儀式的要素であり、選手のモチベーションアップを促すものであることが、遠藤
保仁選手の『信頼する力』（2011年）や、日系ブラジル人３世として代表になった田中マルクス闘莉
王の『大和魂』（2010年）などに読み取ることができる。
日本の外に出ることで改めて見えてくる「日本」や「日本らしさ」にも、ヨーロッパのクラブチー
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ムに移籍してプレーする選手たちの多くが言及している。スポーツ界のグローバル化が進み、海外
でプレーすることがレアケースでなくなる現状において、自らの身体を通じて「日本人選手である
こと」をいったん解体し、そのうえでさらにサッカー選手として進化をとげようとする、いわばス
ポーツ・ナショナリズム脱構築の試みが始まっている。このように、現代のスポーツ選手のアイデ
ンティティにおいてナショナリズムは相対化されており、「国のため」という意識と「自分のため」
という意識は、複層的、相互補完的に共存している。「国」を意識することが「個人」のモチベー
ションアップにつながる一方、「個人」として競技力を高めることが「国の代表」としての貢献につ
ながる点で、選手のアイデンティティには、「国家代表」という自覚と「個人」としての自己実現と
の両義性をみることができる。
森川貞夫「アジアでのスポーツによる国際協調と真のスポーツの発展のために」
私たちスポーツ関係者にとっての最大の関心事は、スポーツが「恒久平和、互恵、友好の維持に
貢献し、国際問題解決のための好ましい環境をつくる」というユネスコ・「体育・スポーツ国際憲
章」（1978年）の理念にそってどのような貢献をなし得るかにある。もちろん、このユネスコ・「体
育・スポーツ国際憲章」の理念は、同時にオリンピック精神にも合致するものである（オリンピッ
ク憲章「根本原則」）。
しかし、残念ながらこのようなスポーツが持っている国際平和への潜在的な可能性への認識は、
一般的にはまだまだ低いように思われる。確かに、スポーツそのものが国際平和を直接的に創り出
す力よりは、現実の国際政治の力・作用の方が影響力は大きいし、スポーツだけで国際平和が作り
出せるものではない。しかし、あえてここで強調したいことはスポーツによる「国際問題解決のた
めの好ましい環境づくり」ということである。
15年ほど前の日本体育学会創立50周年を記念する学会大会（1999年）における国際シンポジゥム
で、私は国際交流員会委員長という立場から、「21世紀東アジアの体育・スポーツ科学：スポーツ・
フォア・オールの実現に向けて」というテーマを設けた。1975年にヨーロッパ評議会が「ヨーロッ
パ・スポーツ・フォア・オール憲章」を制定（1992年に改訂）し、スポーツが「基本的人権」の一つ
であると認めて現在にいたっていることを意識しながら、東アジアでの「スポーツ・フォア・オール
憲章」はヨーロッパのそれとはかなりちがったものになるのではないかということを予測してテーマ
を設定した。なぜなら東アジアでは当時も今も民族対立・国家対立が存続し、軍事的・政治的に対
立している国・地域があり、経済的には植民地時代が長く続いた国・地域に顕著に見られるように一
人当りの国民総生産（GNP）が三桁と極端に低い国もあれば日本・韓国・中国、台湾のようにかな
り発展した国もあり、失業や物価高騰など政情不安につながる諸問題をかなり抱えていたからであ
る。したがって多くの東アジアの人々にはスポーツどころではないという意識があるのもやむを得な
い。また客観的にも貧困なスポーツ状況であるいうのも事実である。東アジア各国の政府あるいはス
ポーツ関係団体・機関のスポーツへの対応は、さまざまな違いを見せているはずである。
こうした状況であるにもかかわらず、あるいはだからこそというべきであるが、日本・韓国・中国
が存在するこの東アジア地域においてスポーツが人間生活にとって欠かすことのできない基本的人
権の一つであることには変わりはなく、また生命・健康な生活の維持・発展、豊かな生活を保障する
ためにも必要不可欠なものである。さらには21世紀の国際社会における東アジアの連帯・協力関係を
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構築するためにも、スポーツ・フォア・オールを進めることはとっても大切なことではないか。
アジア・スポーツ法学会国際学術大会2009（東京・早稲田大学）の理事会において私が提起した
内容を今回あらためて修正・補足して以下のように提起したい。
①　アジア的スポーツ文化に関して
　　 盛り込むべき「憲章」の内容では先ず第一に、東アジアにはヨーロッパには無い多くの武術・
格闘技 ― 例えばテコンドウ、太極拳、柔道、棒術などをはじめとするさまざまな運動文化
や身体養生法、健康・身体訓練法がある。したがって東アジアにおける多種多様な文化・民
族を包含する東アジア独特のスポーツ文化とスポーツ観・身体観を承認・尊重することが重
要ではないかと思われる。
②　東アジア・スポーツにおける協力・協同について
　　 東アジアに住むすべての人々の生活と文化を豊かにするためのスポーツへの貢献は、その方
法・内容だけではなくスポーツの組織の仕方や普及方法においても一様ではなく、互いの経
験交流と情報の共有等、今後さらに努力して協力・協同することが重要であろう。
③　推進組織・主体の形成について
　　 アジアにはEU（ヨーロッパ連合）のような政府機関も非政府機関もまだ存在していない。し
かしスポーツの世界ではアジア・オリンピック評議会（Olympic Council of Asia, OCA）が
あり、またアシアニア・スポーツ・フォア・オール委員会（Asiania Sport for All Association）、
そしていくつかの体育・スポーツ関連学会、あるいは数か国間のネットワークが存在してい
る。したがって東アジアにおける「相互互恵・平和友好」の関係を推進し、東アジア地域の
協力・協同関係の母体となる「東アジア共同体（East Asian Community）」あるいは「東ア
ジア連合（East Asian Union）」の設立のためにスポーツ界が率先して貢献していくことが期
待される。そのための第一歩として東アジア・スポーツ憲章の制定を実現したいものである。
東アジアにおけるスポーツ・ナショナリズムと国際協調のゆくえ
